
１　 特  別  職
（単位：千円、人）

報  酬 給  料 期末手当地域手当
その他
 の手当

計

長 等 2 ― 20,284 6,251 1,826 ― 28,361 3,916 32,277

議 員 26 141,720 ― 40,066 ― ― 181,786 81,209 262,995

その他 625 88,503 ― ― ― ― 88,503 ― 88,503

計 653 230,223 20,284 46,317 1,826 ― 298,650 85,125 383,775

長 等 2 ― 20,284 6,251 1,826 10,719 39,080 3,725 42,805

議 員 26 141,720 ― 40,066 ― ― 181,786 124,592 306,378

その他 718 118,820 ― ― ― ― 118,820 ― 118,820

計 746 260,540 20,284 46,317 1,826 10,719 339,686 128,317 468,003

長 等 0 ― 0 0 0 △ 10,719 △ 10,719 191 △ 10,528

議 員 0 0 ― 0 ― ― 0 △ 43,383 △ 43,383

その他 △ 93 △ 30,317 ― ― ― ― △ 30,317 ― △ 30,317

計 △ 93 △ 30,317 0 0 0 △ 10,719 △ 41,036 △ 43,192 △ 84,228

備考

給  与  費  明  細  書

区   分

給  与  費

比   較

本年度

前年度

職員数 共済費 合  計
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２　 一　般  職

（1）　総　　括
（単位：千円、人）

報  酬 給  料 職員手当等 計

(49)

578

(46)

574

(3)

4

※（　　　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書きである。

扶　　養 地　　域 住　　居 通　　勤 特殊勤務 時 間 外 夜間勤務

43,754 177,388 44,761 49,756 18,554 151,185 ―

47,670 182,369 45,230 49,616 18,704 152,851 ―

△ 3,916 △ 4,981 △ 469 140 △ 150 △ 1,666 ―

期末勤勉 退　　職 子ども
子どもの
ための

単身赴任
管理職員
特別勤務

計

772,205 645,186 2,975 13,305 ― ― 1,973,071

795,115 857,500 21,972 ― ― ― 2,225,644

△ 22,910 △ 212,314 △ 18,997 13,305 ― ― △ 252,573△ 615

区　 分

本年度

管 理 職

職員数

54,617

職
員
手
当
等
の
内
訳

△ 271,512

区  分

本年度

前年度

比　 較

2,103,817 4,969,423

2,073,741 1,973,071 4,046,812 651,099 4,697,911

△ 282,649 11,137

給  与  費

共済費

2,225,644 4,329,461 639,962

合  計 備　考

54,002

―

―

―

前年度

比   較

△ 30,076 △ 252,573
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（2）　給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位：千円、人、％）

区分 増減額 説　　明 備　　考

１　昇給に伴う増
加分

26,717 平均昇給率　1.46

２　その他の増
減分

△ 56,793 職員の異動等によるもの

職員数の異動状況
本年度627（うち常勤一般職職員496名）
前年度620（うち常勤一般職職員507名）
増減　 7

１　住居手当の
増減分

△ 469
職員の異動等によるもの
手当額の削減によるもの

持家分　2,300円→1,300円

２　期末勤勉手
当の増減分

△ 22,910 職員の異動等によるもの

３　退職手当の
増減分

△ 212,314 職員の異動等によるもの

４　子ども手当の
減額分

△ 18,997
国の制度改正によるもの
職員の異動等によるもの

12月分→２月分
（H24.2～H24.3分の支給）

５　子どものため
の手当の増減分

13,305
国の制度改正によるもの
職員の異動等によるもの

10月分
（H24.4～H25.1の支給）

６　その他の増
減分

△ 11,188 職員の異動等によるもの

増減事由別内訳

給料 △ 30,076

職員
手当
等

△ 252,573
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（3）　給料及び職員手当等の状況

ア　職員1人当たりの給与

（単位：円、人）

一般行政職 技能労務職

平均給料月額 329,272 323,522

平均給与月額 378,460 373,662

平均年齢（歳） 43歳8月 48歳7月

平均給料月額 332,743 323,742

平均給与月額 381,874 375,215

平均年齢（歳） 44歳3月 48歳7月

※一般行政職は、福祉職相当職（保育士）を除く。

※再任用短時間勤務職員を除く。

イ　初任給（平成24年4月1日）
（単位：円）

国の制度

一般行政職

高 校 卒 144,500 140,100

大 学 卒 178,800 172,200

区　　分

平成24年1月1日現在

平成23年1月1日現在

区　　分 一般行政職
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ウ　級別職員数

（単位：人、％）

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

7級 13 3.9 7級 ― ―

6級 71 21.4 6級 ― ―

5級 34 10.2 5級 ― ―

4級 67 20.2 4級 21 40.4

(25) (100.0) (10) (100.0)

68 20.5 21 40.4

2級 34 10.2 2級 10 19.2

1級 45 13.6 1級 0 0.0

(25) (100.0) (10) (100.0)

332 100.0 52 100.0

　　　　※（　　　）内は、再任用短時間勤務職員数及び構成比の外書きである。

（級別の標準的な職務内容）

区　分 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

次　長 係　長 主　事 主　事

課　長 総括主査 技　師 技　師

3級 3級

計 計

区　　分

平成24年1月1日現在

一般行政職 技能労務職

　　　　※その他の職種は除く。

　　　　※一般行政職は、福祉職相当職（保育士）を除く。

一般行政職 部　長 課長補佐 主　査
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エ　期末手当・勤勉手当
（単位：月）

※（　　　）内は、再任用短時間勤務職員の支給率である。

オ　定年退職及び勧奨退職にかかる退職手当
（単位：月）

区分
退職

特別昇給
備考

支給率等 ―

国の制度
(支給率等)

―

カ　地域手当
（単位：％、人）

※（　　　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書きである。

(2.10)

3.95

3.95

(2.10)

1.90 2.05

(0.975)

区　　分

本年度

前年度

国の制度

支給期別支給率

1.90 2.05

30.55

25年勤続
の者(月分)

41.34

41.34

その他の
加算措置等

(1.125)

(0.975)

1.90 2.05

59.28

20年勤続
の者(月分)

30.55

最高限度
（月分）

備考

有

6月（月分） 12月（月分）

(0.975) (1.125)
有

3.95

(1.125)

支給率計

（月分）

職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置

59.28

有

・職務に応じた調整
額加算措置
・定年前早期退職特
例措置（2%～20%加
算）

・職務に応じた調整
額加算措置
・定年前早期退職特
例措置（2%～20%加
算）

(2.10)

9 12
（49）

496

35年勤続
の者(月分)

59.28

59.28

支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）
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キ　特殊勤務手当
（単位：％）

一般行政職 技能労務職

1.0 0.1 8.4

※一般行政職は、福祉職相当職（保育士）を除く。

ク　その他の手当

区分 国の制度との異同

扶養手当 同じ

住居手当 異なる

通勤手当 異なる

自己所有の住宅に居住する職員に対する額が異なる

交通用具使用の場合、用具の種類により額が異なる距離区分がある

全職種

18.5 5.7 80.8

給料総額に対する比率

支給対象職員の比率

(平成24年1月1日現在)

代表的な特殊勤務手当の名称

区分
代表的な職種

差異の内容

税務手当、監督手当、清掃手当

―
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